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〇
経
済
産
業
省
令
第
三
十
九
号

ガ
ス
事
業
法
（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
五
十
一
号
）
第

四
十
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
ガ
ス
事
業
法
施

行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め

る
。平

成
二
十
六
年
八
月
七
日

経
済
産
業
大
臣
臨
時
代
理

国
務
大
臣

石
原

伸
晃

ガ
ス
事
業
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

ガ
ス
事
業
法
施
行
規
則
（
昭
和
四
十
五
年
通
商
産
業
省

令
第
九
十
七
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
百
八
条
第
九
号
中
「
ゴ
ム
管
」の
下
に「
、
ガ
ス
コ
ー

ド
」
を
加
え
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

〔
省

令
〕

〇
ガ
ス
事
業
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令
（
経
済
産
業
三
九
）

J

〔
告

示
〕

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
法
務
三
四
七
）

J

〇
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
別
表
第
一

の
二
の
表
の
技
能
実
習
の
項
の
下
欄
に
規

定
す
る
団
体
の
要
件
を
定
め
る
省
令
第
一

条
第
一
号
ト
の
規
定
に
よ
る
技
能
実
習
を

監
理
す
る
団
体
及
び
出
入
国
管
理
及
び
難

民
認
定
法
第
七
条
第
一
項
第
二
号
の
基
準

を
定
め
る
省
令
の
表
の
法
別
表
第
一
の
二

の
表
の
技
能
実
習
の
項
の
下
欄
第
一
号
ロ

に
掲
げ
る
活
動
の
項
の
下
欄
第
二
十
九
号

の
規
定
に
よ
る
技
能
実
習
を
定
め
る
件
の

一
部
を
改
正
す
る
件
（
同
三
四
八
）

K

〇
ギ
ニ
ア
共
和
国
政
府
に
対
す
る
贈
与
に
関

す
る
日
本
国
政
府
と
ギ
ニ
ア
共
和
国
政
府

と
の
間
の
書
簡
の
交
換
に
関
す
る
件

（
外
務
二
六
八
）

L

〇
千
九
百
六
十
七
年
七
月
十
四
日
に
ス
ト
ッ

ク
ホ
ル
ム
で
署
名
さ
れ
た
世
界
知
的
所
有

権
機
関
を
設
立
す
る
条
約
へ
の
ツ
バ
ル
の

加
入
に
関
す
る
件
（
同
二
六
九
）

〇
農
業
改
良
資
金
融
通
法
第
九
条
第
四
項
の

規
定
に
基
づ
き
、
農
林
水
産
大
臣
が
定
め

る
利
率
を
定
め
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る

件
（
農
林
水
産
一
〇
六
七
）

L

〇
保
安
林
の
指
定
を
す
る
件

（
同
一
〇
六
八
〜
一
〇
七
二
）

〇
保
安
林
の
指
定
を
解
除
す
る
件

（
同
一
〇
七
三
〜
一
〇
八
二
）

M

〇
ガ
ス
事
業
法
施
行
規
則
第
百
八
条
第
九
号

の
規
定
に
基
づ
く
金
属
管
、
金
属
可
と
う

管
、
両
端
に
迅
速
継
手
の
付
い
た
ゴ
ム
管

及
び
強
化
ガ
ス
ホ
ー
ス
の
規
格
並
び
に
燃

焼
器
と
ガ
ス
栓
と
の
接
続
方
法
の
一
部
を

改
正
す
る
告
示
（
経
済
産
業
一
六
九
）

〇
高
速
自
動
車
国
道
に
関
す
る
件

（
国
土
交
通
七
七
五
〜
七
八
〇
）

N

〇
航
空
機
の
運
航
の
安
全
に
支
障
を
及
ぼ
す

お
そ
れ
の
あ
る
電
子
機
器
等
を
定
め
る
告

示
の
一
部
を
改
正
す
る
件
（
同
七
八
一
）

O

〇
土
地
収
用
法
の
規
定
に
基
づ
き
事
業
の
認

定
を
し
た
件（
東
北
地
方
整
備
局
一
二
一
）

P

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
九
州
地
方
整
備
局
一
七
〇
〜
一
七
五
）

Q

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

法
務
省

防
衛
省

最
高
裁
判
所

R

〔
皇
室
事
項
〕

J
J

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁財

団
、
一
般
の
退
職
手
当
等
の
額
の
支
払

を
差
し
止
め
る
処
分
、
租
税
条
約
等
の
実

施
に
伴
う
所
得
税
法
、
法
人
税
法
及
び
地

方
税
法
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
第
六
条

の
二
の
規
定
に
基
づ
く
権
限
の
あ
る
当
局

の
認
定
、
社
会
保
険
労
務
士
懲
戒
処
分
関

係

J
J

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
破
産
、免
責
、

特
別
清
算
、
再
生
関
係

J
J

会
社
そ
の
他

L
J

˜
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